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446 条 2 項において前者の立場の根拠となるのは、まず条文の文言であ



























446 条 2 項は要式行為を定めた例外的な規定ではあるが、そのことはむし
ろ書面性を保証の要件とした民法の特別な意図を示すものとみることがで




理権を授与する行為にも 446 条 2 項の適用があり、この結果、書面によら
ない代理権授与は無効であり、それにもとづく保証契約は無権代理行為と


































































































































































































































































































































































































あり、こうした軽率な白紙保証の防止が 446 条 2 項の目的の 1つであると
理解すべきである。
したがって、後者の立場に従い、白紙保証における空白の補充権限の授






















































































































































































昭和 63年判決の事案に仮に 446 条 2 項以下の適用があるとした場合、
その根保証は貸金等根保証に当たるため、極度額の定めを書面によってす
















































































的には BGB167 条 2 項 (要式行為に関する代理権の授与について方式は不
要であると定める) を根拠とし、そして、その BGB167 条 2 項は、代理権
授与行為と代理行為が独立の行為であることを立法理由とすると解されてい
る。以上につき、Flume, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rechts 2. Band,
4. Aufl.(1979), S. 861 ; Keim, Das Ende der Blankobürgschaft?, NJW 1996,
2774, 2775 ; Leptien, in : Bürgeliches Gesetzbuch (Soergel Kommentar) Bd.
2, 13. Aufl.(1999), § 167 Rn. 8.
(87) BGB166 条 1 項も同趣旨の規定であるが、ドイツ法のかつての通説はこの
規定を根拠とはしていなかった。
(88) 拙稿・前掲注(1)83-86頁。
(89) ドイツ法には、こうした場合には書面性による保証人の保護を BGB167 条
2 項より優先させる必要はないとする学説もある。拙稿・前掲注(1)85-86頁。
(90) ただし、商法 21 条の支配人のように代理権の範囲が法定され、その範囲
が保証契約の締結にも及ぶ場合は、保証に関する代理権授与を別に書面です
る必要はないと考えられる。




























(100) たとえば、大判昭和 2年 3月 23日法律新聞 2677 号 7頁、大阪地判昭和
63年 3月 24日判タ 667 号 131頁は、白紙保証の事例といえる。事案の詳細
につき、後述(5)参照。
(101) ドイツ法に関する詳細は、拙稿・前掲注(1)82-86頁。








の成否」銀法 638 号 26-27頁 (2004年)、滝沢昌彦「契約書の真正の推定の
実体法的意義」潮見佳男ほか編『特別法と民法法理』90-91頁 (2006年、有
斐閣)。白紙保証に関するものとして、我妻栄『新訂債権総論』456 頁
(1964 年、岩波書店)、林良平ほか『債権総論 (第三版)』432 頁 (1996 年、
青林書院新社)。














Larenz/M. Wolf (N. 9), § 48 Rn. 34 ; Bork (N. 42), Rn. 1646 und Rn. 1650 ;
Schramm, in : Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch Bd. 1, 6.






『債権総論 (増補版)』384頁 (悠々社、1992年) 参照。















(116) 代理による保証の場合と同様に (前述 2(2)参照)、補充者が保証人の被
181(212)
傭者や保証人の選任した第三者であっても異ならないと考えるべきであろう。
(117) Canaris, Vertrauenshaftung im deutschen Privatrecht (1971), S. 56.
(118) 処分授権を受けずになされた他人物売買につき無権代理行為の追認に関
















































つき、Canaris (N. 117), S. 54-66 ; Larenz/M. Wolf (N. 9), § 48 Rn. 34-40 ;
Medicus, Allgemeiner Teil des BGB, 10. Aufl.(2006), Rn. 913 f. ; Bork(N. 42),
Rn. 1650 f. また、保証契約につき、Horn, in : J. von Staudingers Kommentar
zum Bürgerlichen Gesetzbuch Buch 2, 13. Aufl. (1997), § 766 Rn. 46 ;
Habersack, in : Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch Bd. 5,









(1) 446 条 2 項は保証契約について書面性を成立要件とし、保証の意思
表示が書面性に違反する場合、保証契約は成立せず無効である。そして、









































































































保証の書面性は 446 条 2 項に明記され、また書面性を充足するには最低








































































関係) の改正に関する要綱仮案｣ (平成 26年 8月 26日決定
(145)
)が公表されて































































































(145) http : //www.moj.go. jp/content/001127038. pdf
(146) ｢民法 (債権関係) の改正に関する要綱仮案」26-27頁。
191(202)
(147) 以下につき、前掲注(146)28-29頁。
(148) 事業のために負担する貸金等債務の個人保証・個人根保証が、経営者、
共同経営者、現に事業に従事する配偶者によるときも適用外である。前掲注
(146)29頁。
(149) なお、事業のために負担する債務の個人保証・個人根保証においては、
主たる債務者が保証人に委託するときに、財産等の状況、他の債務の額や履
行状況、他に供する担保について情報提供義務を負うとすることが示されて
いる (前掲注(146)29頁)。そして、主たる債務者がそれに違反したことに
つき債権者が悪意または善意・有過失の場合、保証人は保証契約を取り消す
ことができるものとされる。この規律は書面性に直接関係するものではない
が、保証人がその責任の内容とリスクをより正確に把握できる可能性を高め、
慎重な判断を促すことになる点で、書面性の目的と重なるところがある。こ
のような書面性と情報提供義務の協働関係は、今後さらにその充実を図るべ
きであろう。
192 (201)
